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１．北茨城市民病院改革プラン 平成２８年度の点検・評価について 

 

このたび、平成２８年度に係る実施状況等について、北茨城市民病院改革プラ 

ン評価委員会の皆様方より貴重なご意見をいただき、点検・評価を実施いたしま 

した。 

その結果に基づき、当病院事業が地域の中核病院として良質で安心・安全な医 

療を継続的に提供できるよう、全職員が一丸となって研鑽し、健全経営に取り組 

んでまいります。 

 

北茨城市民病院事業管理者  田 渕 崇 文 

 

２．平成２８年度 北茨城市民病院改革プランの点検・評価 

 

（１）平成２８年度の主な取り組み 

① 新規事業 

○地方創生加速化交付金の活用により下記の事業を推進 

・人材育成プログラム開発事業（職種間連携モデルの開発とそれを実践できる

高度な能力を有する保健医療福祉職の育成及びスキルミックス人材の育成・

筋力アップトレーニング指導者の養成）を筑波大学へ業務委託。 

・訪問看護事業所の開設に向けて、専任看護師育成のための研修を実施。 

 

② 医療機能の拡大 

○附属家庭医療センターに続き、訪問看護室の設置（平成２８年１０月）、 

在宅医療の要である訪問看護を稼働させ、診療体制の充実を図った。 

【在宅訪問車１台を購入。】 

   ○歯科口腔外科領域において、入院機能を拡大。 

手術が行えるよう入院システムを導入し、手術を可能にした。また、口腔ケ

ア管理チームを形成し、誤えん性肺炎や合併症の予防を図るなど医療の質を

高めた。 

 

③ 新たな医師確保への準備 

  ○新専門医制度の延期を受け、初期研修終了後の修学資金貸与医師に対して面

談を実施し当院への就業を促した。 

  ○医師確保強化に向けて連携医療機関を訪問し、派遣依頼を実施した結果、非

常勤医師８名（内科４名、消化器外科３名、小児科１名）の増へと繋がった。 

 

④ 継続的取り組み 

  ○地域医療教育ステーション事業（平成２４年度～）を継続し、医学生６１名

を受け入れ、地域医療実習を実施。【平成２４年度からの累計人数 ２４７名】 

   また、家庭医総合診療医を目指す医師２名を受け入れ指導医により育成を行

い、地域医療に従事する医師の養成と地域医療の充実を図った。 
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  ○茨城県理学療法士会「北茨城自立支援センター」主催のリハビリ体操を継続

実施。 

  ○地域医療連携のネットワークを構築するため、医療関係者等の多職種が集ま

る「地域連携サロン」を開催し、情報共有の強化に努めた。 

 

⑤ 資産譲渡の実施 

  ○旧医師住宅（現在は集会所として利用）として使用していた未利用地につい

て、市民が有効活用できることを目的に、市まちづくり協働課に所管替えを

実施した。 

 

 

（２） 改革プラン項目の達成状況 

 達 成 未達成 適用外 計 

項 目 数 １６ ５ ９ ３０ 

 

① 診療体制について（平成２８年度 常勤医師計画） 

（本院）                              （単位：人） 

 
内科 循環器 外科 脳外科 整形 小児科 産婦人 歯科 小計 

計 画 ９ １ ３ １ １ １ ２ ２ ２０ 

実 績 ７ １ ３ １ ０ ０ １ ２ １５ 

増 減 △２ ０ ０ ０ △１ △１ △１ ０ △５ 

(家庭医療センター)         （単位：人） 

 
内科 小計 

合計 

（本院＋家庭医療） 

計 画 ２ ２ ２２ 

実 績 ２ ２ １７ 

増 減 ０ ０ △５ 

※上記以外の科目については、非常勤医師対応の計画としている。 

    

医師２２名の計画体制に対し、内科、整形外科、小児科、産婦人科の４科におい 

て医師確保が達成できなかったため、実質１７名の結果となった。 

また、平成２７年度に続き、県及び関係大学等への働きかけにより、非常勤医師 

の拡充を行った。 

 

○県立中央病院の県派遣支援制度を利用し、外来診療を行う内視鏡医師の派遣を実 

現。また、関係大学からも同様に派遣医師を確保し、患者が受診できる環境整備 

の充実に努めた。 

○歯科口腔外科の手術（月２回）に対応可能な麻酔医を１名増員した。 

 

（修学資金貸与医師について） 

  医学部新入生２名を新規採用した。 

   ※医師修学資金貸与実績：１０名（うち１名は途中辞退） 
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②主な数値目標について 

○一般会計による経費負担について 

                              （単位：百万円） 

 
計画額 

平成２８年度実績額 
対計画増減 

繰出基準 市独自 計 

一般会計繰入金 ４７０ ３７６ ２７０ ６４６ １７６ 

 医師数が計画値に及ばないものの、入院患者数の増及び家庭医療センターの運営 

安定化に伴う増収等で不良債務解消に要する一般会計繰入額を対前年度で３０４百 

万円圧縮した。 

 

○経営効率化に係る計画 

 平成２８年度 
備考 

計画 実績 

経常収支比率（％） 99.8 100.2  

医業収益対職員給与比率（％） 53.4 57.0  

病床利用率（％）    

 一般病床 84.0 68.7  

 療養病床 93.5 70.7  

１人１日当たり収入額（入院）（円）    

 一般病床 37,700 34,871  

 療養病床 18,500 16,752  

１人１日当たり収入額（外来）（円）    

 市民病院 7,900 9,167  

家庭医療 ‐ 7,596  

医業収支比率％ 99.3 82.7  

 

  ア 経常収支比率について                  （単位：％） 

項  目 計画値 実績値 増減 

経常収支比率 ９９．８ １００．２ ０．４ 

 市民病院  １００．４  

家庭医療  ９４．６  

 経常収益は計画値に及ばなかったものの、経常費用を抑えられたため、純損益決 

算後の経常収支比率は１００．２％となり計画値を上回った。 

 

     ※経常収支比率＝経常収益÷経常費用×１００              （単位：百万円） 

 計画値 実績値 対計画増減 

経常収益（医業収益＋医業外収益） ３，３４３ ３，１５７ △１８６ 

 市民病院  ３，０３９  

家庭医療  １１８  

経常費用（医業費用＋医業外費用） ３，３３８ ３，１５０ △１８８ 

 市民病院  ３，０２５  

家庭医療  １２５  

経常収支 ５ ７ ２ 
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  イ 医業収益対職員給与比率について             （単位：％） 

項  目 計画値 実績値 増減 

医業収益対 

職員給与比率 
５３．４ ５７．０ ３．６ 

 職員給与費が支出見込額を下回ったものの、指数算定の基礎となる医業収益が計 

画値には届かず、目標を達成できなかった。 

 

     ※医業収益対職員給与比率＝医業収益÷職員給与費×１００      （単位：百万円） 

 計画値 実績値 対計画増減 

医業収益 ３，１４８ ２，４９６ △６５２ 

 市民病院  ２，３８５  

家庭医療  １１１  

職員給与費 １，６８３ １，４２２ △２６１ 

 市民病院  １，３３３  

家庭医療  ８９  

 

ウ 病床利用率について                   （単位：％） 

項  目 計画値 実績値 増減 

病床利用率 
一般 ８４．０ ６８．７ △１５．３ 

療養 ９３．５ ７０．７ △２２．８ 

 一般病棟については常勤医師の確保が未達成であったこと、また療養病棟について

は転院及び在宅復帰する患者が多く、在宅患者数を維持が出来なかったことが、病床

利用率が未達成となった主な要因である。 

 

※年間入院患者数                             （単位：人） 

 計画値 実績値 対計画増減 

年間延入院患者数 
一般 ４２，００５ ３４，３４３ △７，６６２ 

療養 １５，６９５ １１，８７４ △３，８２１ 

 

エ 患者１人１日当たり収入額について            （単位：円） 

項  目 計画値 実績値 増減 

入 院 
一 般 ３７，７００ ３４，８７１ △２，８２９ 

療 養 １８，５００ １６，７５２ △１，７４８ 

外 来 
市民病院 ７，９００ ９，１６７ １，２６７ 

家庭医療  ７，５９６  

 

※患者１人１日当たり収入額＝入院（外来）収益÷年間延入院（外来）患者数        

 計画値 実績値 対計画増減 

入 

 

院 

一

般 

入院収益（百万円） １，５８３ １，１９８ △３８５ 

延入院患者数（人） ４２，００５ ３４，３４３ △７，６６２ 

1人 1日当たり収入（円） ３７，６８６ ３４，８７１ △２，８１５ 

療

養 

入院収益（百万円） ２９１ １９９ △９２ 

延入院患者数（人） １５，６９５ １１，８７４ △３，８２１ 

1人 1日当たり収入（円） １８，５００ １６，７５２ △１，７４８ 
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外 

 

来 

市

民 

外来収益（百万円） ９３９ ７９６ △１４３ 

延外来患者数（人） １１８，８２８ ８６，８８４ △３１，９４４ 

1人 1日当たり収入（円） ７，９００ ９，１６７ １，２６７ 

家

庭 

外来収益（百万円）  １１１  

延外来患者数（人）  １５，５８３  

1人 1日当たり収入（円）  ７，５９６  

 

  オ 医業収支比率について                  （単位：％） 

項  目 計画値 実績値 増減 

医業収支比率 ９９．３ ８２．７ △１６．６ 

      

     

市民病院  ８２．５  

家庭医療  ８８．８  

 常勤医師確保の未達成により医業収益の減収に繋がり、医業収支比率は計画値を下

回った。 

 

※医業収支比率＝医業収益÷医業費用×１００             （単位：百万円） 

 計画値 実績値 対計画増減 

医業収益 ３，１４８ ２，４９６ △６５２ 

 市民病院  ２，３８５  

家庭医療  １１１  

医業費用 ３，１７０ ３，０１７ △１５３ 

 市民病院  ２，８９２  

家庭医療  １２５  

 

（３）具体的な取組の主なもの 

  ① 民間的経営の導入について（達成７項目、未達成３項目） 

【達成７項目】 

 項   目 内    容 

１ 医師の勤務環境改善 非常勤医師の増員により、常勤医師の内視

鏡検査及び宿日直業務等が軽減された。 

２ 修学資金貸与医師の拡充 医学部１年生を２名採用。 

平成３４年３月卒業予定。 

３ 患者満足度調査の継続実施 １１月に実施し、８割に満足との回答を得

た。 

４ 患者アメニティの向上 ボランティアの協力により、ひなまつり、ク

リスマスコンサートを開催した。 

５ 広報活動の充実 昨年に続く紙上クリニックへの掲載（市報）

に加え、新たに病院広報誌「おひさま」を発

刊し、周辺連携施設へ配布した。 

６ 各種データの分析の結果に基づく

効率的なコスト削減の実施 

電気系統の見直し等により、バックヤード

照明を最小化し、消費量の減少に繋げた。 

７ 経営情報データ作成と分析の実施

及び財務諸表の進捗確認の実施 

医事データを細かく分析するため DWH を使

用し、病院臨床指標の分析に反映させた。 
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【未達成３項目】 

 項   目 内    容 

１ 臨床研修指定病院の獲得（指導医の

確保） 

指導医の資格を持つ常勤医師の新規獲得に

は至らず未達成となった。 

２ 医師事務作業補助者の増員 医師の業務負担軽減を目的に増員計画（２

名から５名体制）に基づいて募集をしたが

対象者がいないため未達成となった。 

３ 地域連携クリニカルパスの構築 常勤医師確保が未達成となり構築できず。 

 

② 事業規模・経営形態の見直し 

平成２７年４月１日に地方公営企業法一部適用（財務規定のみ適用）から全

部適用へ移行しているため、当面は事業規模・経営形態の見直し等の予定はな

く、現状を維持していくこととしている。 

 

③ 経費削減・抑制対策／収益増加・確保対策（達成９項目、未達成２項目） 

【達成９項目】 

 項   目 内    容 

１ 物流管理改善（ＳＰＤ）や医療材料

の交渉の取り組み 

医療材料定数品目３００品目及び臨時採用

品目６３２品目に対して、定数３７９、臨時

５３９の計９１８品目とし、結果として１

４品目を削減。より適正な物流管理を実現

した。 

２ 保守・管理等の委託費の見直し 複数年契約５件（施設総合管理、放射線関連

機器等）の実施。 

３ リースアップ機器の有効利用 血圧脈波装置が平成２７年３月３１日をも

ってリース満了となり無償譲渡を受けた。

（リース期間５年間） 

４ 未収金対策の実施 カード支払いの推奨及び未収金対策として

電話及び文書督促等の継続実施により１７

６万円を回収し、未収金残額は３,８３７万

円から３,６６１万円へ圧縮した。 

５ 適正な人員配置・業務委託、補助

者、嘱託の活用 

経営企画ならびに医事業務強化のため、経

営コンサル業者と平成２９年３月に業務委

託契約を締結。 

６ 各種健診の受入 

 

前年実績２，００７件 ２，１０９万円に対

し、２，１６９件 ２，５８７万円の実績と

なり１６２件 ４７８万円の増。 

７ 高度医療機器（ＭＲＩ、６４列Ｃ

Ｔ）の有効活用 

計画値２，９９５万円に対し、７，００３万

円と計画を上回った。 

８ 新規加算の取得 本院で４件、家庭医療センターで３件の新

規加算を取得。 

９ 職員の意思疎通と情報の共有化 幹部会の他、経営戦略会議及び業務改善対

策委員会を実施（月１回）し、情報の共有化

を図った。 
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【未達成２項目】 

 項   目 内    容 

１ 救急受入体制の強化による患者数

増 

救急搬送患者１２６件の減、うち北茨城消

防で４０件の減。 

２ 地域医療連携室の機能強化による

紹介患者の増 

医科歯科合計１，８６８件（前年実績）に対

して１，８０９件となり、５９件の減となっ

た。 

 

上記以外の改革プラン項目については、県の医療計画等における今後の方向性に関

する事項であり、評価の対象外とした。  

 

３．評価委員からのご意見 

項   目 ご意見内容 

（２）改革プラン項目の達成状況について 

 ①診療体制について 

・新規常勤医師の確保について 

計画体制の実現へ向け、今後も必要とされ

る診療科医の招へい活動を継続されたい。 

・修学資金貸与者への対応等につい 

 て 

新規貸与者の確保するためにも、国の制度

改正に準じた条例等の整備を図るととも

に、面談等を含めた貸与者へのフォローも

忘れずに対応されたい。 

③具体的な取組の主なもの 

・民間的経営の導入について 

【未達成項目２ 

／医師事務作業補助者の増員】 

医師が少ない事情を考慮し、更なる病床利

用率の向上へ繋げるためにも、ドクターズ

クラークに対する研修を積極的に受けさせ

る体制を構築し、より多くのスタッフ確保

を図られるべき。 

④経費削減・抑制対策 

【達成項目４／未収金対策の実施】 

市立総合病院時代からの積み上げかと思わ

れるが、今後も適正な徴収業務に取り組ま

れたい。 

 

４．今後の取り組み 

このたび、旧改革プランの計画最終年である「平成２８年度実施状況に係る点 

検及び評価」を実施いたしましたが、未達成となった項目につきましては、今後 

の数値目標として掲げ、新改革プランでの新たな計画値等と合わせて、着実な実 

施による早期達成に務めてまいります。 

 



１．収支計画　（収益的収支）

【※市民病院及び家庭医療センター事業合算の数値で計上】

目標数値 (計画) 実績

 区 分 ① ② （②-①）

１. ａ 1,966 2,428 2,918 2,496 △ 422

(1) 1,744 2,185 2,577 2,248 △ 329

(2) 222 243 341 248 △ 93

181 169 306 174 △ 132

２. 521 986 90 661 571

(1) 394 612 61 390 329

(2) 1 5 1 1 0

(3) 38 336 0 159 159

(4) 88 33 28 111 83

(A) 2,487 3,414 3,008 3,157 149

１. ｂ 2,506 3,095 2,856 3,017 161

(1) ｃ 1,269 1,525 1,527 1,422 △ 105

(2) 305 348 474 349 △ 125

(3) 774 822 582 833 251

(4) 91 393 265 408 143

(5) 67 7 8 5 △ 3

２. 104 156 119 133 14

(1) 44 42 57 41 △ 16

(2) 60 114 62 92 30

(B) 2,610 3,251 2,975 3,150 175

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) △ 123 163 33 7 △ 26

１. (D) 112 112 0 0 0

２. (E) 84 1,048 1 0 △ 1

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 28 △ 936 △ 1 0 1

△ 95 △ 773 32 7 △ 25

(G) 3,038 3,716 2,508 3,709 1,201

(ｱ) 806 1,048 420 672 252

(ｲ) 1,026 1,047 200 610 410

　 300 300 120 200 80

(ｳ) 0 0 0 0 0

(Ａ)

（Ｂ）

(ｵ)

ａ

ａ

ｂ

c

a

(H)

ａ

65.8 71.1 76.3 68.7 △ 7.6

33.8 59.9 - 70.7 70.7
病 床 利 用 率

（ 一 般 ）

（ 療 養 ）

資 金 不 足 比 率 ×100 4.9 △ 3.5 2.3 5.7

△ 101 57 158

25.6

地方財政法施行令第１５条第１項
により算定した資金の不足額 (H) 119503

職 員 給 与 費 対 医 業 収 益 比 率 ×100 62.8 52.3 57.064.5 4.6

医 業 収 支 比 率 ×100 102.2 82.7 △ 19.4

△ 7.5 △ 2.5 5.1

78.5

△ 1

78.4

95.3

｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}
158

不 良 債 務 比 率 ×100 △ 0.011.2

105 101 100

0 0 0 0

経 常 収 支 比 率 ×100

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ) 0

220 △ 1 △ 220 △ 62

又 は 未 発 行 の 額

差引
不 良 債 務

(ｵ)

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

職 員 給 与 費

材 料 費

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

　　 年 度
27年度実績

(参考)

平成28年度
26年度実績

(参考)

(単位：百万円、％)

比　較
【計画値との乖離】

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用



２．収支計画（資本的収支）

【※市民病院及び家庭医療センター事業合算の数値で計上】

目標数値 (計画) 実績

 区 分 ① ② （②-①）

１. 1,282 19 26 26

２. 251 3 103 4 △ 99

３.

４.

５. 237 52 95 95

６. 11

７. 7

(a) 1,788 74 103 125 22

(c) 1,064

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 724 74 103 125 22

１. 680 47 20 47 27

２. 158 236 175 187 12

３.

４. 13 8 1 12 11

(B) 851 291 196 246 50

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 127 217 93 121 28

１. 127 93 121 28

２.

３.

４. 217

(D) 127 217 93 121 28

(E) 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0

(G) 4,603 4,709 - 4,548 4,548

３．一般会計等からの繰入金の見通し

目標数値 (計画) 実績
① ② （②-①）

(    340) (    518) (    126) (    270) (    144)

722 892 367 551 184

(    361) (    0) (    0) (    16) (    16)

375 55 103 95 △ 8

(    701) (    518) (    126) (    286) (    160)

1,097 947 470 646 176

（注）

1

2

　（ 　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外
の繰入金をいうものであること。

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

実 質 財 源 不 足 額

企 業 債 残 高

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

27年度実績
(参考)

平成28年度 比　較
【計画値との乖離】26年度実績

(参考)

補 て ん 財 源 不 足 額 (C) － (D)

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

支 出 の 財 源 充 当 額

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収 入 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る
(b)

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

　　 年 度
27年度実績

(参考)

平成28年度 比　較
【計画値との乖離】26年度実績

(参考)

(単位：百万円、％)


